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  ○第12回世界気象会議決議事項40
気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの交換のための世界気象機関の方針及び慣行並びに商業的な気象業務における協力関係についての指針


  世界気象会議は、


  次のものに注目し、


  (1)第42回執行理事会決議事項23（一般的及び特別な気象サービスの供給の国際的側面に関する指針）


  (2)第46回執行理事会決議事項20（気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの交換のための世界気象機関の政策）


  (3)第46回執行理事会決議事項21（気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの交換における新たな慣行の提案）


  (4)第46回執行理事会決議事項22（商業活動に関する世界気象機関の指針）


  (5)第11回世界気象会議の要望に基づき第43回執行理事会決議事項２（気象・水文サービスにおける商業化に係る作業部会）によって設置された気象・水文サービスにおける商業化に関する執行理事会作業部会長による第12回世界気象会議に対する報告


  次のことを想起し、


  (1)第11回世界気象会議において採択された第３次世界気象機関長期計画（1992-2001）に定められた世界気象機関の一般的方針、殊に、各加盟国・地域が、WMOの諸計画の定めるところにより、基礎的な気象データ及び気象プロダクトの無償かつ無制約の国際交換に対して責任ある関与をなすことを重ねて保証すべきこと（第３次世界気象機関長期計画第１部第４章第127項）。


  (2)第11回世界気象会議において、商業的な気象業務が国家気象機関相互の気象データ及び気象プロダクトの無償の交換を損なう可能性について懸念が示されたこと。


  次のことを考慮し、


  (1)全ての国に気象サービスを提供するために、世界気象機関の各加盟国・地域の国家気象機関又は国家気象水文機関（NMS）、世界気象中枢（WMC）及び世界気象監視計画（WWW)に基づく地域特別気象中枢（RSMC)の間における気象データ及び気象プロダクトの交換には、常に欠くべからざる重要性があること。


  (2)他の国際機関との協力によって支援及び実施される、全球気候監視システム（GCOS）、全球海洋観測システム（GOOS）、世界気候研究計画（WCRP）、世界海洋情報サービスシステム（IGOSS)等の世界的に重要な諸計画があること。


  (3)世界気象機関の各加盟国・地域のNMSには、あらゆる人間活動に対して気象学の成果をいっそう応用するという、基本的な役割があること。


  (4)各国首脳が、国連環境開発会議（UNCED、1992年ブラジル）において、科学的なデータ及び解析の交換に関する全球的な責任ある関与を拡大させ、かつ、系統立てられた観測網へのより強力なアクセスを促進するよう求めたこと。


  (5)気候変動に関する国際連合枠組条約（UN/FCCC）の規定が、その全ての締約国に、気候システム及び気候変動に関連する情報の全面的、開放的かつ迅速な交換における進展及び協力を促していること。


  次のことを認識し、


  (1)世界気象監視計画による後援の下で確立されて現に実施されている気象データ及び気象プロダクトの交換に加えて、環境に関するあらゆる種類のデータの地球規模での交換を行うことに対する要望が強まっていること。


  (2)各加盟国・地域及びそのNMSには、その国の人々の安全、安寧及び経済的便益のために普遍的なサービスを行う基本的な責務があること。


  (3)各加盟国・地域及びそのNMSが、その責務を果たすにあたって、気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの安定的かつ協調的な国際交換に依存していること。


  (4)各国政府が、その国内の気象業務に係る社会基盤の提供を継続的に求められていること。


  (5)サービスの供給を改善するため、NMSの能力の強化が、殊に開発途上国において常に要望され、また利益をもたらしていること。


  (6)研究・教育分野が、気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトへのアクセスに依存していること。


  (7)各国政府が、データ及びプロダクトを国内的に又は国際交換に供用する方法及び範囲を選択する権利を有していること。


  さらに次のことを認識し、


  (1)多くの気象・水文業務において、商業化が進行する傾向があること。


  (2)加盟国の中には、そのNMSによる商業活動の開始又はその拡大を要求しているものがあること。


  (3)商業化によって、世界気候監視計画の基礎をなすデータ及びプロダクトの無償かつ無制約の交換に関する既存のシステムに、また、気象学における全球的な協力にリスクが生じていること。


  (4)殊に開発途上国において、他国のNMSによるものを含む国内の商業活動が、当該国のNMSの能力、専門性及び発展に対して、肯定的な影響と否定的な影響とをともに有すること。


  各加盟国・地域に、観測網の構築における世界規模の協力関係の確立並びに気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの交換の促進という、世界気象機関条約第２条に基づくその義務を、さらには、全ての国の共通の利益の下にこの義務を果たすための安定的かつ現に行われている責任ある関与を保証する必要性を想起させ、


  気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの国際交換について、次の政策を採択し、


  世界気象機関の基本原則として、また、その科学的・技術的専門性に対する要望が拡大しつつあることに応えて、世界気象機関は、気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの無償かつ無制約１の交換を拡大及び強化することを約束するものである。


  また、気象学上の及び関連するデータ及びプロダクト２の国際交換について次の慣行を採択し、


  (1)各加盟国・地域は、無償かつ無制約を旨として、全ての国において生命及び財産の保護並びに全ての国民の福祉のために供給されるサービスに必要とされる不可欠のデータ及びプロダクト、殊に気象・気候の正確な記述及び予報並びに世界気象機関の諸計画に対する支援に必要なものとして本決議事項第１附属書に記載されたものを最低限とする基礎的なデータ及びプロダクトを提供するものとする。


  (2)各加盟国・地域は、全球・地域・国家の各レベルにおいて世界気象機関の諸計画を持続させるために、さらには合意に基づいて他の加盟国・地域がその国内において気象業務を提供するのを支援するため、追加的なデータ及びプロダクトを提供しなければならない。こうした追加的なデータ及びプロダクトの提供によって全ての加盟国・地域が入手できるデータ及びプロダクトの量が増大する一方で、WMOの加盟国・地域が、国内法、生成に係る費用等を理由として、受信した国又は一の経済圏をなす国家群がこれらを商業目的で再輸出することに対して条件を課すことが正当化されうることは、理解されている。


  (3)各加盟国・地域は、研究・教育分野に対して、その商業活動が上記採択事項(2)の定めるところと同じ条件に服することを理解しつつ、非商業活動については、世界気象機関の後援の下で交換されているあらゆるデータ及びプロダクトへの無償かつ無制約のアクセスを提供しなければならない。


  また、世界気象機関の諸計画の下における各加盟国・地域の義務を満足するために必要なあらゆる気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトは、加盟国間で交換される不可欠の及び追加的なデータ及びプロダクトを合わせたものに包含されるものであることを強調する。


  各加盟国・地域には、次のことを督促し、


  (1)気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの無償かつ無制約の交換に対する責任ある関与を強化すること。


  (2)世界気象機関の諸計画のニーズを満たすために交換されるデータ及びプロダクトの量を増加させること。


  (3)可能な限り、また合意に基づいて、顕著気象現象の警報に関する緊急の活動のために追加的なデータ及びプロダクトを提供することによって、他の各加盟国・地域を支援すること。


  (4)世界気象機関及び国際科学会議の世界データセンター（ICSU WDC）が気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトを収集してこれを無償かつ無制約を旨として提供するにあたって、これらに対する責任ある関与を強化すること。


  (5)上記採択事項(1)から(3)までに定めるところにより、気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトの国際交換に関する慣行を実施すること。


  (6)受信した国又は一の経済圏をなす国家群がこれらを商業目的で再輸出することに対して条件が課されているデータ及びプロダクトについて、世界気象機関事務局を通じて、全ての加盟国に周知すること。


  (7)追加的なデータ及びプロダクトに対してその作成者が設定した条件が、一次受信者及び二次以降の受信者に周知されるべきものであることが保証されるよう、最大限の努力をすること


  さらに、各加盟国・地域には、次のことを遵守するよう督促し、


  (1)本決議事項附属書２に示された、商業活動に関するNMS間の協力関係に関する指針


  (2)本決議事項附属書３に示された、NMSと商業部門との協力関係に関する指針


  各加盟国・地域には、世界気象機関の方針、慣行及び指針について、商業部門その他適当な機関・組織に説明するよう依頼し、


  執行理事会に対しては、次のことを要望し、


  (1)基礎システム委員会（CBS）委員長に、他の専門委員会との適切な協力を以て、慣行の実施の技術的側面について助言及び支援を行うよう依頼すること。


  (2)水文委員会（CHy）委員長に、水文についてのデータ及びプロダクトの商業化及び国際交換に関する作業を続けるよう依頼すること。


  (3)本決議事項の実施状況についての調査を行い、第13回世界気象会議に報告すること。


  事務局長に対しては、次の事項を要望し、


  (1)商業化が世界気象機関の諸計画に及ぼす影響について常に各加盟国・地域に周知し、NMS間で商業化についての関連する情報を交換できるようにすること。


  (2)全ての加盟国に対して、各加盟国・地域が商業目的の再輸出に対して条件を課した気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトについて、適宜を旨として報告を行うこと。


  (3)世界気象機関による慣行の実施にあたっては、共同計画に関して、ユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）その他の関係国際機関との効果的な協調関係を維持すること。


  本決議事項の実施状況については、第13回世界気象会議において検討を行うことを決定する。


  


  １ 「無償かつ無制約」は、被差別的かつ対価を伴わないことを意味する（第42回執行理事会決議事項23（一般的及び特別な気象サービスの供給の国際的側面に関する指針））。本決議事項の文脈における「無償で」は、データ及びプロダクトそのものの対価を伴わず、複製及び提供に係る費用を超えないことを意味する。


  ２ 定義については、本決議事項附属書４を参照。


  ○第12回世界気象会議決議事項40附属書１
利用について無償かつ無条件で交換されるデータ及びプロダクト


  目的


  この気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトのリストは、世界気象機関の諸計画を支えるために不可欠なものであって各加盟国・地域が利用について無償かつ無条件で交換に附すものとされる最低限の一連のデータ及びプロダクトを確定するためのものである。一般的に、世界気象機関の諸計画を支えるために不可欠な気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトには、各RBSN（地域基盤シノプチック観測網）からのデータと、水平方向200km単位以下・６ないし12時間以下の間隔で大気の状態を決定するために用いられる可能な限り多くのデータとが含まれる。


  内容


  (1)各RSBNからの６時間ごとの地上総観データ。例えば、SYNOP、BUFRその他の世界気象機関の汎用コードによるデータ


  (2)海上環境からのあらゆる入手可能な現地直接（in situ）観測の成果。例えば、SHIP、BUOY、BATHY、TESACの各コードによるデータ等


  (3)あらゆる入手可能な機上観測報告。例えば、AMDAR、AIREPの各コードによるデータ等。


  (4)高層気象探測網から入手可能なあらゆるデータ。例えば、TEMP、PILOT、TEMP SHIP、PILOT SHIPの各コードによるデータ等


  (5)気候についてよい代表値を得るために必要なものとして地区協会が推奨する観測点のネットワークからのあらゆる報告。例えば、CLIMAT/CLIMAT TEMP及びCLIMAT SHIP/CLIMAT SHIP TEMPの各コードによるデータ等


  (6)世界気象中枢及び地域気象中枢がその世界気象機関に対する責務を満たすために配信するプロダクト


  (7)最終利用者を対象とする、生命及び財産の保護のための顕著気象現象の警報及び注意情報


  (8)世界気象機関と気象衛星運用者との間で合意された、実用気象衛星からのデータ及びプロダクト（顕著気象現象及び熱帯低気圧の警報に関する業務に必要なデータ及びプロダクトを含む）


  ○第12回世界気象会議決議事項40附属書２
商業活動に関するNMS間の協力関係に関する指針


  目的


  この指針の目的は、公益において、民間気象事業の活動に対する国ごとの異なる政策に直面して、NMS間の協力及び援助に係る関係を維持及び強化することである。


  指針


  民間気象事業の成長に伴う新たな課題に適応しつつ、世界気象機関の加盟国間における国際的なデータ及びプロダクトの交換の維持を保証するために、また、気象学の応用を拡大するために、


  １．NMSは、生命及び財産の保護その他のNMSに委任された公益上の責務に必要な気象予報・警報その他の気象・気候サービスの作成に必要な全ての情報への完全かつ適時のアクセスを維持するため、また、その所在する領域の国内法に拘泥することなく、当該国内において世界気象監視計画によるデータ及びプロダクトの第一次的な受信を行わなければならない。


  ２．NMSは、追加的なデータ及びプロダクト※に対してその作成者が課した条件について、第一次受信者及び第二次以降の受信者に対する周知が確実になされるよう、最大限の努力をしなければならない。


  ３．追加的なデータ及びプロダクトの作成者たるNMSは、これらの交換に対して課した条件が遵守されない場合においては、受信した加盟国・地域による当該追加的なデータ及びプロダクトへのアクセスを拒否する等の適切な措置をとることができる。


  ４．NMSは、そのことによって影響を受ける加盟国からの反対がない限り、追加的なデータ及びプロダクトを利用した領域モデル数値予想プロダクトを、当該モデルを実行した加盟国の外へ商業目的で輸出することができる。このようなサービスの提供に関するその実施に先立つ調整にあたっては、他の各加盟国・地域に及ぼしうる損害を回避するための最大限の努力がなされなければならない。


  ５．NMSは、当該モデルに用いられた元データに付随する条件に関わらず、全球数値予想モデルによるプロダクトを配信及び輸出することができる。


  ６．追加的なデータ及びプロダクトを欠いた場合に著しく品質が低下する構造であり、かつ、使用されている追加的なデータ及び/又はプロダクトを容易に復元することができるかそれらが使用されていることを明白に確認できるようなサービス又はプロダクトは、当該追加的なデータ及びプロダクトの商業目的の再輸出に対して課されたのと同じ条件を引き継がなければならない。


  ７．国内の顧客から自力では対応できないサービスを要請されたNMSは、それを供給する能力を有する他のNMSの助力を求めることができる。必要に応じて、世界気象機関の加盟国・地域間においてデータ及びプロダクトの無償かつ無制約の交換を拡大するために、当該サービスは、可能な限り、当該顧客の所在する国のNMSの事務所を通じて供用されるものでなければならない。


  ８．同様に、別段の合意がない限り、他国におけるサービスの実施を要請されたNMSは、当該他国のNMS、すなわち当地のNWSに、当該要請について照会しなければならない。当地のNWSが設備の欠如その他の正当な理由によって当該要請に応じられない場合は、当該要請を受けたNMSは、当該サービスを提供するために当地のNWSとの共同体制の構築を図ることができる。


  ９．一のNMSにより作成されたサービスが（地域的な気象情報の放送、季節・気候予報の広域配信等において）他の加盟国に影響を与えると考えられるときは、当該サービスの作成者たるNMSは、可能な限り、事前に充分な余裕を持って、影響を受ける加盟国のNMSの意見を求め、これを考慮しなければならない。


  10．NMSは、他国から受信した世界気象監視計画による基礎的なデータ及びプロダクトを、それらの作成者たるNMSの当該国内における公益上の責務の実施を危うくするような方法で利用することを、可能な限り控えなければならない。NMSは、その公益に係る責務を引き受けるにあたって他国の公的な又は民間の組織によってその公益上の責務の遂行に悪影響を受けていると認めるときは、これに係るデータ及びプロダクトを送出している国のNMSに対して警告をすることができる。この警告を受けたNMSは、当該悪影響を緩和する手段を検討し、かつ国内法に基づく適切な措置をとらなければならない。


  11．商業活動の経験を有するNMSは、求めに応じて、世界気象機関執行理事会を通じて、また二国間において、他国、殊に開発途上国のNMSに自らの専門的知見を利用させ、また、求めに応じて、世界気象機関による他の教育・訓練課程が提供されるのと同じ財政的基盤において、関連する説明文書、講座及び訓練課程を開発途上国に提供しなければならない。


  これらの指針の実施にあたって、NMSは、他の国又は一の経済圏をなす国家群においてNMSの実務を統制する様々な法律上、行政上及び財政上の枠組を最大限に考慮し、これを尊重しなければならない。殊に、NMSは、他のNMSがそれぞれの国の貿易規制慣行に関する法律及び規則に服するものであることに留意しなければならない。さらに、複数の国が一の経済圏をなしている場合は、当該経済圏内部のあらゆる活動について、当該経済圏に適用される内部的な法律及び規則は、これと矛盾するいかなる指針よりも優先するものとする。


  ※「追加的なデータ及びプロダクト」は、利用について条件が付されないものに対する、追加的なデータ及びプロダクトを意味する。


  ○第12回世界気象会議決議事項40附属書３
NMSと商業部門との協力関係に関する指針


  目的


  この指針の目的は、NMSと商業部門との協力関係をさらに改善することである。気象学上の及び関連する情報の交換の確立は、これら両者の強固、公正、透明かつ安定的な関係に負うところ甚だ大である。


  指針


  次の指針は、政府機関が商業的な気象業務に関与する場合も含めて、気象業務に関与する商業部門に適用されるものである。


  NMSと商業部門との協力関係を強化するためには、


  １．商業部門には、共通の利益において、世界気象監視計画等の世界気象機関の諸計画に関する国際データ交換の原則を尊重することが督促される。


  ２．商業部門には、NMS及び世界気象機関の商業部門に対する基本的な寄与を認識し、これを理解することが求められる。NMS及び商業部門には、互いが依存関係にあり、協力的な相互作用が両者の利益であるという認識が求められる。


  ３．殊に開発途上国において、ある国のNMSが、自国を起源とする気象資料を商業部門が商業的に利用していることによって影響を受けていると認識したときは、全ての関係者は、適切かつ満足できる合意を達成するために交渉を開始するものとする。


  ４．関係する加盟国・地域が許可した場合を除き、商業部門の気象業務提供者は、その活動に係る当該国内及び海上の区域において、生命及び財産の安全に関係する予報及び警報を公的に発表してはならない。商業部門が公衆向けに発表する生命及び財産の安全に関係する予報及び警報は、NMSその他の公的機関が公共サービスに係る責務を遂行する過程で発するものと一致するものでなければならない。


  ５．商業部門は、サービスの提供において、国内的慣行及び国際的慣行において確立されたものと一致する気象学上の用語を用いるよう奨励されなければならない。


  ６．気象サービスを供給する商業部門は、当該サービスが提供される国の主権並びに規則及び規制を尊重しなければならない。


  ７．NMSは、商業部門の国際的活動に関連する課題について、自国の気象業務コミュニティ及び専門家団体と議論することを推奨される。


  ８．NMSは、自国における気象情報の利用を最大化するために、国内の商業部門及びその専門家団体と協働することを推奨される。


  ○第12回世界気象会議決議事項40附属書４
慣行及び指針における用語の定義


  慣行（Practice）世界気象機関の加盟国・地域間において交換されるデータ及びプロダクトの利用の分類及びこれに付随する条件の仕様


  再輸出（Re-export）物理的又は電子的手段による、受信した国又は一の経済圏をなす国家群の外への直接の又は第三者を介した再配布


  商業目的（For commercial purposes）複製及び提供のための限界費用を超える収益のため


  商業部門（Commercial sector）商業目的を以て行動する政府の又は非政府の組織又は個人


  気象学上の及び関連するデータ及びプロダクト（Meteorological and related data and products）地球物理学的（気象学的、海洋学的等）な観測データ及びこれにより作成されたプロダクトであって、世界気象機関の各加盟国・地域が同機関の諸計画の要求事項を支援するために取得及び/又は作成したもの


  注


  １ 気象学上の及び関連するデータ及びプロダクトは、気候に関するデータ及びプロダクトを含むものと解される。


  ２ 水文学上のデータ及びプロダクトには、この段階においては、この慣行は適用されない。


  ３ 航空のニーズに資するために特に作成され、国際民間航空条約（シカゴ、1944年）の下で統制される航空関係の情報には、この慣行は適用されない。


  無償かつ無制約（Free and unrestricted）無差別かつ無償であること（第42回執行理事会決議事項23（一般的及び特別な気象サービスの供給の国際的側面に関する指針））。本決議事項における「無償（Without charge）」とは、複製及び出荷のための費用を超えない対価であって、データ及びプロダクトそのものには課金されていないものをいう。


  研究・教育部門（Research and education communities）各国の法律及び規則の定めるところによる、教育機関、研究機関その他の政府・非政府の組織内の研究者、教員及び学生並びにこれらの機関そのもの

